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Ⅰ．手続実施基本契約の締結状況 

2024 年 5 月末現在、金融庁公表ベースの貸金業者における手続実施

基本契約の締結状況につきましては、1503 社が締結済みで契約率は

100％です。 

 

Ⅱ．相談・苦情・紛争の受付状況（2024 年度第１四半期） 

１.相談受付状況 

「一般相談」では、借入希望や借入先等の相談である「融資関連」が 540 件と増加しました。「多重債務

関連相談」では、「貸付自粛制度」に関する相談・問い合せ等が1244件と最も多く、次いで支出増・収入減

等に起因する「返済困難」に関する相談が、361 件でした。 

(単位：件）

2023年度

第１四半期

計

2024年度

第１四半期

計

増減 4月 5月 6月

448      540 92 169 193 178 

79        74 -5 27 26 21 

23        23 - 12 5 6 

156      194 38 62 88 44 

1          4 3 3 - 1 

294      373 79 140 121 112 

1,001   1,208 207 413 433 362 

貸付自粛・本人 417 529 112 182 206 141 

貸付自粛・本人以外 617 715 98 221 258 236 

1,034 1,244 210 403 464 377 

394 361 -33 107 135 119 

60 36 -24 10 15 11 

1,488   1,641 153 520 614 507 

相談合計 2,489   2,849 360 933 1,047 869 

2,183 2,641 458 854 959 828 

総合計 4,672   5,490 818 1,787 2,006 1,697 

小　計
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※廃業時期等により、登録業者数と締結数に差異が生じる事があります。 
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２．苦情の処理状況 

「苦情処理」受付件数は 18 件で対前年度第 1四半期比 15 件増加しました。 

配慮不足や説明不足による「請求業務」及び「融資関連」での不満が多くみられ、共に対前年度第 1 四半

期比６件増加となりました。 

（単位：件）

2023年度

第１四半期

計

2024年度

第１四半期

計

増減 4月 5月 6月

請求業務 - 6 6 4 1 1 

融資関連 - 6 6 2 1 3 

事務処理 1 3 2 1 1 1 

契約内容 1 2 1 - 1 1 

個人情報 1 1 - 1 - - 

その他 - - - - - - 

合　計 3            18 15 8 4 6  

※請求業務（６件）→ 債権回収業務における不満 

※融資関連（６件）→ 審査結果、審査手続・対応等への不満 

※事務処理（３件）→ 必要書類の説明及び電話対応時の説明等への不満 

※契約内容（２件）→ 契約・約款に従った業者の説明や対応等への不満 

※個人情報（１件）→ 個人信用情報登録の同意の確認不備等への不満 

 

３．主な苦情事例 

  ※申立人のプライバシー保護の観点から、実際の自案の本質を損なわない範囲で編集しています。 

類型 融資関連 

申立

内容 

A社に申込し、本人確認書類を提出した。その後キャンセルを申し出たが、『本人確認中の為できない』との回答で

あった。「本人確認後に自動でキャンセルしてくれ」と言ったが、『それもできない』と言う。自分としては在籍確認をし

て欲しくない。契約が成立する前に申出したので解約でなく申込を取り下げる扱いにしてもらいたい。  

処理

結果 

【相手方から回答】 

協会からA社へ確認すると、システムによる審査のため途中キャンセルは不可。本人確認後に審査結果を通知し、

契約の意思確認が行われるが、契約せず１週間放置すると審査結果が無効となりキャンセルとなった。システム上、

審査途中でのキャンセルは要望に添えかねるが、相談者に限り在籍確認を行わない旨を記載したメールを送信す

る。との回答を得た。 

【申立人へ回答】 

相手方からメールで回答する旨を伝えると、申立人から「相手方に電話で確認したところ、本人確認後何もしなけれ

ば在籍確認せずキャンセルになると言われたのでこれでもう大丈夫だと思います。」と終了の意向を示したので協会

の対応を終了とした。 

 

Ⅲ．紛争 

１．紛争解決手続（ADR）受理状況 

「紛争解決手続き（ADR）」受付件数は、「契約内容」について３件を受付、対前年度第 1四半期比１件の増加と

なりました。いずれの事案も７月末現在で継続中です。 

（単位：件）

2023年度

第１四半期

計

2024年度

第１四半期

計

増減 4月 5月 6月

契約内容 - 3            3 2          -          1          

融資関連 2 -            -2 -          -          -          

合　計 2            3            1 2          -          1          
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Ⅳ．活動状況 

１． 金融庁と貸金業界との意見交換会（第 29 回）を開催 

4 月 24 日、金融庁と貸金業界との意見交換会（第 29 回）を日本貸金業協会の本部で開催しました。 

この意見交換会は、金融庁と貸金業界が幅広く意見交換するため、平成 22 年 10 月より 1 年に 2 回程度開

催しており、今回で 29回目となりました。議事は下記のとおりです。 

【金融庁 総合政策局】 

1. マネロン等対策に係る態勢整備結果の報告及び実態調査

について  

2. フィッシング対策の強化について（DMARC 等の導入）  

3. サイバーセキュリティの向上のための新たなガイドライ

ンの策定について  

4. 金融経済教育推進機構について  

5. 金融行政モニター制度について  

6. 成年年齢引下げについて  

7. 新たな手口のヤミ金融対策及び金融リテラシー向上  

コンソーシアムについて 

 

【日本貸金業協会】 

1.貸金業者の経営実態等に関する調査結果報

告について 

2.多重債務発生防止への取組みについて 

3.金融経済教育活動及び金融リテラシー向上

コンソーシアムについて 

4.令和 6年度監査計画について 

5.事業承継に関する相談窓口設置について 

6.最近の協会への入退会の状況について 

 

 

２． 大阪府多重債務相談に係る市町村担当者連絡会議 

令和 6 年 5 月 22 日、大阪府の「多重債務相談に係る市町村担当者連絡会議」が開催され、大阪府商工労

働部中小企業支援室金融課の依頼により、貸金業相談・紛争解決センターから『生活再建支援カウンセリ

ング』の事業説明及び広報活動の紹介を行いました。 

当センターは貸金業務に関連する借入れや返済の相談、多重債務者救済の一環としての貸付自粛制度の

受付、貸金業者の業務に対する苦情や紛争解決窓口として運営しています。  

特に多重債務問題については、債務の原因として失業や生活費の補てん、ギャンブル・遊興費等さまざ

まなものがありますが、相談者の状況に応じ、債務整理の方法等についての助言や情報を提供、再発防止

を目的としたカウンセリングや家計管理の実行支援を行っております。  

『生活再建支援カウンセリング』は資金需要者（相談）と相談員（カウンセラー）が相互のコミュニケ

ーションにより構築した信頼関係をもとに、心理カウンセリングを通じて再発防止を図る支援です。カウ

ンセリングを実施するきっかけは「貸付自粛制度」に関する相談や、「返済困難」の相談を受けた担当者が

案内する場合が多く、貸付自粛制度に登録しつつ、生活再建支援カウンセリングを利用する相談者もいま

す。  

今回の大阪府の担当者連絡会議に参加した皆さ

まからは 「カウンセリングの事例を用いて説明し

てもらったので、分かりやすかった。啓発方法も

参考になった。」、「相談員に共有し、困ったこと

があれば相談したい。」等のご感想をいただき、

当センターの業務に対するご理解を深めることが

できました。 

『生活再建支援カウンセリング』の事業説明風景 

 （会場：大阪府咲州庁舎（さきしまコスモタワー）２階咲州ホール） 
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３． 金融トラブル連絡協議会 

 令和６年６月２７日に、金融庁・消費者団体・自主規制機関・弁護士会・学識経験者・関係行政機

関で構成された第 66 回金融トラブル連絡調整協議会が開催されました。各指定紛争解決機関の手続実

施状況（令和５年度）は、次のとおりです。 

（注１）各指定紛争解決機関からの報告に基づき金融庁で作成。 

（注２）計数は速報値である。 

 

 

紛争受付課 
手続実施基本契約 
紛争解決手続きに関すること 

相談・苦情に関すること 
貸金業相談・ 

紛争解決センター 
03-5739-3861 

03-5739-3863 

《協会へのお問い合わせ先》   URL  https:/www.j-fsa.or.jp 

※本誌は、日本貸金業協会と手続実施基本契約を締結した加入貸金業者向けの季刊誌です。 


